
タクシーの営業区域外旅客運送について 

 

 

 

 

●改正道路運送法 

（禁止行為）  

第二十条 一般旅客自動車運送事業者は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外に

存する旅客の運送（路線を定めて行うものを除く。第二号において「営業区域外旅客運

送」という。）をしてはならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

一 災害の場合その他緊急を要するとき。  

二 地域の旅客輸送需要に応じた運送サービスの提供を確保することが困難な場合と

して国土交通省令で定める場合において、地方公共団体、一般旅客自動車運送事業

者、住民その他の国土交通省令で定める関係者間において当該地域における旅客輸

送を確保するため営業区域外旅客運送が必要であることについて協議が調つた場

合であつて、輸送の安全又は旅客の利便の確保に支障を及ぼすおそれがないと国土

交通大臣が認めるとき。 

 

 

 

●地域公共交通会議及び運営協議会に関する国土交通省としての考え方について  

〔別紙〕地域公共交通会議及び運営協議会の設置並びに運営に関するガイドライン 

  ３．協議を行うに当たっての具体的指針  

（４）一般乗用旅客自動車運送事業の営業区域の見直し等に関する事項 

既存の輸送資源を活用した地域の持続可能な交通ネットワークの構築の観

点から、地方公共団体の発意により、一般乗用旅客自動車運送事業の営業区域

の見直し等を協議事項とすることができる。なお、法第２０条第２号の協議を

行う場合には、次の事項について協議するものとする。  

 

① 営業区域外旅客運送の必要性  

② 営業区域外旅客運送の対象となる地域  

③ 営業区域外旅客運送を行う事業者  

④ 営業区域外旅客運送を行う期間  

⑤ その他必要な事項 
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１．営業区域外旅客運送の必要性について 

   別紙資料②-2 参照 

 

 ２．営業区域外旅客運送の対象となる地域 

   小松島市全域 

   

３．営業区域外旅客運送を行う事業者 

   ノヴィルタクシーグループ 

   有限会社東丸タクシー 

   徳島第一交通株式会社 

 

４．営業区域外旅客運送を行う期間 

   令和５年４月 1日から令和６年３月３１日までの 1年間 

 

 ５．その他必要な事項 

   令和６年４月１日以降は、営業区域外旅客運送の必要に応じて更新を

検討する 

 

 

 


